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・ 個人の医療・介護・健康データを本
人同意のもとで、本人の状況に応じ
た各種のサービスに活用するための
PHRアプリケーション（母子、疾
病・介護予防、生活習慣病重症化予
防、医介連携 等）やその情報連携基
盤（プラットフォーム）を構築
（H28当初予算(3億円)補正予算(６
億円) ）

・ 本人によるデータへのアクセスや特
定のアプリケーションに閉じない
データの持ち運びを可能にし、生涯
を通じたPHRの管理・活用を実現

・ 医療機関や介護事業者間で患者の診
療情報等の共有を図るためのEHRに
ついて、クラウド化、高度化を支援
（H28補正予算(20億円)により、15
カ所程度のEHRを高度化）

・ 厚生労働省標準規格に準拠するとと
もに、参加施設間の双方向の情報連
携が可能となることにより、効果的
な地域包括ケアや全国規模の情報連
携を実現

オールジャパンでの医療等データ利活用基盤の構築に向けた総務省の取組

クラウド型EHR高度化
事業（補助事業） ✔ 総務省事業の成果（高度化されたク

ラウド型EHR）を、厚生労働省が進
める地域医療連携ネットワークの普
及策を活用して、全国に波及。

✔ 異なる地域のEHR間で患者・利用者
情報の共有を実現するため、効果的
なEHR間の相互接続を可能とする
ネットワーク基盤等の実証を厚生労
働省と連携して実施。

PHRアプリケーション・
プラットフォームの開発
（AMED研究事業） ✔ 開発されたPHRアプリケーションを、

自治体、保険者や民間サービス事業
者に無償で提供するとともに、構築
されたプラットフォーム機能を活用
することにより、多様なPHRアプリ
ケーション間の連携を実現。

✔ ウェアラブル機器のデータをPHRと
して利用する際には、データ項目等
について経済産業省が定めるデータ
交換規約を活用。

・患者・国民が自
身の医療・健康等
情報を全国どこで
も確認・活用でき
るオールジャパン
の利活用基盤
(PeOPLeの目指
す方向性)の構築
に貢献。

・この利活用基盤
を活用し、代理機
関（仮称）を念頭
に、医療・健康・
介護データの大規
模収集・匿名化・
二次利用を行いや
すい環境を整備。

総務省の取組 関係府省等との連携 達成目標



22【参考】クラウド型EHR高度化補助事業

● 全国各地に約270の医療情報連携基盤（EHR）が存在するが、EHRのメリットと比較した運用経費
負担が重いことや、参加施設及び患者等の参加率が低いこと等により活用が進んでいない。

● 医療機関と介護事業者間、広域の地域医療圏における情報連携を実現するクラウド型ＥＨＲを整
備する事業に対して、補助を実施 【H２８年度補正予算：２０億円】
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■一方向の情報閲覧
－参加病院・診療所からは中核病院の情報を「見るだけ」

■閉じたネットワークによる重いコスト負担
－医療情報ＮＷと介護情報ＮＷは別であり、両システムに
参加すると回線コストは倍増

－ＥＨＲ間の連携は、システムごとに直接接続するために
都度連結コストが発生（加えて、オンプレミスの異なるシ
ステム間の接続は煩雑）

■ＥＨＲごとに異なるデータ管理形式
－医療等データの広域の二次利用が困難
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■ 双方向の情報連携実現

■ クラウドの活用、標準準拠により低廉化、データ活用容易化
－薬局や介護施設等も連結（訪問介護・看護の情報も統合）
－ＥＨＲ未実装地域の病院・診療所とも連結しデータを蓄積・活用

標準準拠のデータ連携

レガシー
レガシー

EHR
EHR



33【参考】クラウド型ＥＨＲ高度化事業（補助事業）の目指す効果

（※）なお、今般のクラウド型ＥＨＲ高度化事業の成功モデルについては、厚生労働省が進める地域医療連携ネット
ワークの普及策を活用して、全国に波及していくことを想定。

１．地域包括ケアの推進
中核病院との双方向の情報連携の推進により、病院、診療所、薬局、介護施設の参加を促し、地域医療圏内の患者カ
バー率が向上。

⇒ 地域医療圏内のどの医療機関・薬局・介護施設に行っても患者情報を利用可能。
（※）交付先選定に際し、多職種連携、利用者数（人口カバー率）等を勘案。

２．クラウド型電子カルテ導入の促進
クラウド型のＥＨＲを推進することで、電子カルテ未実装の病院・診療所における安価なクラウド型電子カル
テの必要に応じた導入を促進。

３．広域医療圏における患者情報の共有を実現
クラウド型のＥＨＲにより、隣接する医療圏間の情報連携を低コストで実現。

⇒ 二次医療圏をまたがる情報連携が可能となり、住民の生活動線に従った医療・介護情報連携が実現。
（今般の補助事業では、二次医療圏をまたがる連携や三次医療圏（都府県レベル）の連携を促進）

（※）交付先選定に際し、 医療圏同士の広域連携や、異なるシステム間の接続・データ連携の実現を評価

４．全国規模の情報連携を実現させる前提条件を整備
標準に準拠した情報連携を補助要件とすることで、地域医療圏に閉じたネットワークではなく、地域外のＥＨ
Ｒとの情報連携を前提としたシステムの構築を行うことが可能。

⇒ ＥＨＲの相互接続環境の整備により、全国のＥＨＲや医療機関等との情報連携を実現。

５．医療・健康・介護情報の二次利用を促進
医療機関等から医療・健康等データを収集、匿名化し、研究機関や企業の二次利用につなげる「代理機関（仮
称）」の創設を見据え、標準的なデータ管理方法を要件とすることで、円滑な医療・健康等データの二次利用
を促進。



4【参考】パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）基盤

ＥＨＲ
（各医療機関・介護施設等経由）

PHR事業者

かかりつけ連携
手帳アプリ

自治体

【自らのライフステージに
応じてアプリを取得】

認証・閲覧

保険者（健保・国保等）

【アプリを通じて個人の医療・健康情報を時系列で収集・活用】

・・・

本人

介護予防
アプリ

母子手帳
アプリ

学校健診
アプリ

健康管理
アプリ

生活習慣病
手帳アプリ

災害/救急時

幼少期の既往歴や現在のアレルギー
情報を参照した上で処置

高付加価値
ヘルスケアサービス

健診・検診結果とバ
イタルデータ等を統
合。個人の健康状
態に即した良質な予
防・健康増進
プログラムを提供

引っ越し先医療機関等

転入前の診療情報等を
把握した上で診察

民間保険会社

個人の健康状態に応じ
たきめ細かな保険料の
設定等の新サービスが
登場

ＩＤ・ＰＷ

配布

データ収集 データ活用

臨床研究機関等

蓄積されたデータを匿名
化した上で分析・活用データ

二次利用
マイナンバー

カードを活用した
公的個人認証



55【参考】ＰＨＲサービスモデルの開発 （ＡＭＥＤ一次公募 採択課題）

テーマ サービスモデル概要【フィールド（チーム）】

① 妊娠・出産・
子育て支援PHR
モデル

（６千万円）

○ 自治体保有の乳幼児検診、予防接種に関するデータ、産科医院の妊婦健診に関す
るデータ、お薬手帳のデータ、妊婦本人のバイタルデータ等をPHRとして収集し、
関係者で共有、活用することで、母子への効果的な健康支援、迅速な救急医療の実
現、データ二次利用による疾病予防研究への活用を実現。

【前橋市（前橋工科大学、TOPIC）】
② 疾病・介護予
防PHRモデル

（６千万円）

○ 自治体保有の介護保険に関するデータと健康診断データ、個人のバイタルデータ
等のPHRをもとに個人の介護リスクスコアを評価し、個人・地域の状況に応じた適
切な介護予防サービスを実現

【神戸市、名古屋市（千葉大学、NTT東日本）】
③ 生活習慣病重
症化予防PHRモ
デル

（１億円）

○ 病院・診療所や検査センターから取得する診察・検査データ、薬局から取得する
調剤データ、保険者から取得する健診データや、本人が着用するウェアラブル端末
等から取得するバイタルデータ等のPHRを、疾病管理事業者による人的サービスと
組み合わせて糖尿病の重症化予防を実現。

【西宮市、多久市（医療情報システム開発センター）】
④ 医療・介護連
携PHRモデル

（５千万円）

○ 日本医師会の推進する「かかりつけ連携手帳」を電子化し、医療機関、訪問看
護・介護施設の情報、個人の血圧・体温等のデータをPHRとして本人のスマホに保
存し転居先や避難先で提示・活用し、診療や介護サービスの適切な提供を実現。

○ 蓄積したデータを本人の承諾のもとヘルケアサービスや臨床研究に提供する方法
についても検討。

【大月市（山梨大学、日本医師会ORCA管理機構）】

【Ｈ２８当初予算事業】



66【参考】ＰＨＲ研究事業（ＡＭＥＤ研究）の目指す効果

１．個人が自らの医療・健康データを管理・活用できるモデルを構築
診療情報（検査データ、投薬情報など）と健診情報や、日々の運動・生活情報やバイタル情報等を、利用者に
おいて管理。これらの情報に基づく個別化されたサービスを受けることができる基盤を整備。
⇒研究事業において、サービス開発やデータの信頼性・本人の真正性確保、本人同意の取り方等の課題を検証。

２．本人の同意に基づくデータ活用を促進
個別化されたヘルスケアサービスや健康指導、健康・医療情報の持ち歩き等、本人がメリットを感じ活用する
サービスを提供することで、本人の意思（＝同意）に基づくデータ利活用を推進。
⇒本人を介在させることにより、医療・介護・健康の各分野横断的なデータ活用・連携を実現。

３．データの囲い込みの防止
本研究事業においては、本人によるデータのアクセス・管理や、サービス退会・移行時等におけるデータポー
タビリティを確保することを必須とし、アプリケーションによるデータ囲い込みを防止。

（※）ウェアラブル機器間のデータ交換規約については、経産省事業の成果を活用。

また、本研究事業の成果や既存の民間PHRアプリケーションに紐づくデータを、システムを問わず統合管理可
能なプラットフォーム機能を開発・提供することで、ＰＨＲアプリケーション間の連携を促進。

４．開発されたアプリケーションを全国の自治体・保険者に提供
本研究事業の成果は、原則無償のアプリケーションとして自治体・保険者等に提供（必要に応じて改変可能）
することで横展開を進める。その際、JPKIによる本人認証等、運用されている仕組みの各地への実装も目指す。

⇒サービスの横展開を進め、サービス水準・データ形式のリファレンスモデルとしての役割を担う。

５．データの二次利用を促進
ＰＨＲで活用される健康・医療・介護データを大量に収集・匿名化して、二次利用を促進。



77【参考】テーマ１：妊娠・出産・子育て支援（前橋市ほか）

乳幼児健診 予防接種

レセプト情報

TOPICサーバ

サービスサーバ
公的個人認証
利用者IDサーバ

２次元
バーコード

読込

健診情報 ワクチン
投与履歴

処方箋

公的個人認証
認証サーバ

J-LIS

PLRクラウド

家族

保育スタッフ、保健師、児相その他ス
タッフ間での情報共有

他の民間PHRサービス

救急車の専用デバイスとマ
イナンバーカードで

ＰＨＲ情報を閲覧可能

本人がデータ管理

バイタルデータ
生活・運動データ

本人（保護者及び子） 二次利用（研究開発等）

・自治体保有の乳幼児検診、予防接種に関するデータ、産科医院の妊婦健診に関するデータ、お薬手帳のデータ、
妊婦本人のバイタルデータ等をPHRとして収集し、関係者で共有、活用することで、母子への効果的な健康支援、
迅速な救急医療の実現、データ二次利用による疾病予防研究への活用を実現。

・本人認証にマイナンバーカードの電子証明書（ＪＰＫＩ）、同意取得に電子署名を活用。

かかりつけ連携
手帳アプリ

子育て支援
アプリ

学校健診
アプリ

健康管理
アプリ

介護予防
アプリ

妊婦健診

産科医院

薬局

自治体

など協力

データの流れ

サービス等提供



88【参考】テーマ２：疾病・介護予防（神戸市、名古屋市）

レセプト情報 健診データ
生活機能評
価情報

調剤情報

ＰＨＲデータ基盤

本人
家族

サービス事業者

本人がデータ管理

バイタルデータ
生活・運動データ

介護認定
情報

自治体 国保

二次利用（研究開発等）

本人に適したサービスをリ
コメンド
個別アドバイス

サービスの利用状況、健
康状態を見える化

データの流れ

サービス等提供

重点エリア見える化
地域リスクに合わせた
プログラム設定支援

重点指標フィードバック

・自治体保有の介護保険に関するデータと健康診断データ、個人のバイタルデータ等のPHRをもとに個人の介護リス
クスコアを評価し、個人・地域の状況に応じた適切な介護予防サービスを実現

薬局



99【参考】テーマ３：生活習慣病重症化予防（西宮市、多久市）

健診データ

調剤情報

ＰＨＲデータ基盤

本人

家族
本人がデータ管理

病院 保険者

二次利用（研究開発等）

本人に適したサービスをリ
コメンド
個別アドバイス

サービスの利用状況、健
康状態を見える化

データの流れ

サービス等提供

病名データ
処方データ
検査データ

診療所

診察デー
タ

診察デー
タ

臨床検査センター

検査オーダ

臨床検査情報
連携基盤薬局

本人同意に基づき
データ閲覧

委託

バックアップ
センター

検査データ

・病院・診療所や検査センターから取得する診察・検査データ、薬局から取得する調剤データ、保険者から取得す
る健診データや、本人が着用するウェアラブル端末等から取得するバイタルデータ等のPHRを、疾病管理事業者に
よる人的サービスと組み合わせて糖尿病の重症化予防を実現。

疾病管理事業者



1010【参考】テーマ４：医療・介護連携（大月市）

在宅看護・介護デー
タ

本人

転居先の医療機関

本人がデータ管理

病院

訪問看護、訪問介護

二次利用（研究開発等）

データの流れ

サービス等提供

病名データ
処方データ
検査データ
画像データ

データのバックアップ

病名、処方、
検査回数
データ

診療所

レセコン
電子カルテ

クラウド（保
存しない）

大容量データ
はクラウド経由で

読み込み

他のクリニック

歯科医

病名、処方、
歯式データ

レセコン

QRコード/NFCで
読み込み

クラウド
（ORCA等）

（※）その他
災害時での活用等を想定

・日本医師会の推進する「かかりつけ連携手帳」を電子化し、医療機関、訪問看護・介護施設の情報、個人の血
圧・体温等のデータをPHRとして本人のスマホに保存し転居先や避難先で提示・活用し、診療や介護サービスの適
切な提供を実現。

・蓄積したデータを本人の承諾のもとヘルケアサービスや臨床研究に提供する方法についても検討。

QRコード/NFCで
読み込み

QRコード/NFCで
読み込み

QRコード/NFCで
読み込み
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